
JP 5554998 B2 2014.7.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）一般式（１）
　　　ＲＯ－（ＰＯ）ｍ（ＥＯ）ｎ－Ｈ　　　　　（１）
（式中、Ｒは炭素数８～１４の炭化水素基を示し、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し、Ｅ
Ｏはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数であり、０．５≦ｍ≦３、０．
５≦ｎ≦３及び１≦ｍ＋ｎ≦５であり、ＥＯとＰＯとはブロック付加であり、ＥＯとＰＯ
の付加順序は問わない。）
で表される化合物、並びに（Ｂ）炭素数８～２２のアルキル基を有するアルキルベンゼン
スルホン酸塩及び／又は炭素数８～２２のアルキル基を有する第２級アルキルスルホン酸
塩を含有し、かつ成分（Ａ）と成分（Ｂ）の重量比率（Ａ）／（Ｂ）が２０／１～３／１
であるバイオフィルム生成抑制剤組成物を、油の存在下の微生物に接触させることを特徴
とするバイオフィルム生成抑制方法。
【請求項２】
　一般式（１）で表される化合物（Ａ）において、Ｒが炭素数１０～１４の直鎖アルキル
基である、請求項１記載のバイオフィルム生成抑制方法。
【請求項３】
　バイオフィルムが、緑膿菌由来のバイオフィルムである請求項１又は２記載のバイオフ
ィルム生成抑制方法。
【請求項４】
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（Ａ）一般式（１）
　　　ＲＯ－（ＰＯ）ｍ（ＥＯ）ｎ－Ｈ　　　　　（１）
（式中、Ｒは炭素数８～１４の炭化水素基を示し、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し、Ｅ
Ｏはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数であり、０．５≦ｍ≦３、０．
５≦ｎ≦３及び１≦ｍ＋ｎ≦５であり、ＥＯとＰＯとはブロック付加であり、ＥＯとＰＯ
の付加順序は問わない。）
で表される化合物、並びに（Ｂ）炭素数８～２２のアルキル基を有するアルキルベンゼン
スルホン酸塩及び／又は炭素数８～２２のアルキル基を有する第２級アルキルスルホン酸
塩を含有し、かつ成分（Ａ）と成分（Ｂ）の重量比率（Ａ）／（Ｂ）が２０／１～３／１
である、油の存在下の微生物用バイオフィルム生成抑制剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイオフィルムの生成を抑制する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　バイオフィルムは生物膜やスライムとも言われ、一般に水系で微生物が物質の表面に付
着・増殖することによって微生物細胞内から多糖やタンパク質などの高分子物質を産生し
て構造体を形成したものを指す。バイオフィルムが形成されると、微生物を原因とする危
害が発生して様々な産業分野で問題を引き起こす。例えば、食品プラントの配管内にバイ
オフィルムが形成されると、このバイオフィルムが剥がれ落ち、製品内への異物混入につ
ながるだけでなく、微生物由来の毒素で食中毒の原因となる。更に、金属表面へのバイオ
フィルム形成は金属腐食の原因となり、設備の老朽化を促進する。
【０００３】
　これまでバイオフィルムの生成を抑制する技術として、例えば、一般式：ＲＯ－（ＥＯ
）ｎ－Ｈで表される化合物（式中、Ｒは炭素数８～１４の直鎖又は分岐鎖のアルキル基又
はアルケニル基を示し、ＥＯはエチレンオキシ基を示し、ｎは０～５の整数を示す。）又
はこの化合物と界面活性剤を特定比率で含有する組成物を用いるバイオフィルム生成抑制
方法が提案されている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－１２０７８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記バイオフィルム生成抑制技術は、通常のバイオフィルムに対する生成抑制効果は優
れているが、油汚れ等の油の存在下におけるバイオフィルム生成抑制効果については、更
なる向上が必要であることが判明した。
　従って、本発明の課題は、油の存在下においても効果が高いバイオフィルム生成抑制方
法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　斯かる実情に鑑み、本発明者らは、鋭意研究を進めた結果、意外なことに、油汚れ等の
油存在下においても、下記成分（Ａ）及び特定の界面活性剤である成分（Ｂ）を併用すれ
ば、高いバイオフィルム生成抑制効果が得られることを見出し本発明を完成した。
【０００７】
　即ち、本発明は、（Ａ）一般式（１）
　　　　　ＲＯ－（ＰＯ）ｍ（ＥＯ）ｎ－Ｈ　　　（１）
（式中、Ｒは炭素数８～１４の炭化水素基を示し、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し、Ｅ
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Ｏはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数であり、０．５≦ｍ≦３、０≦
ｎ≦３及び０．５≦ｍ＋ｎ≦５であり、ＥＯとＰＯとはブロック付加であり、ＥＯとＰＯ
の付加順序は問わない。）
で表される化合物、並びに（Ｂ）炭素数８～２２のアルキル基を有するアルキルベンゼン
スルホン酸塩及び／又は炭素数８～２２のアルキル基を有する第２級アルキルスルホン酸
塩を、油の存在下の微生物に接触させることを特徴とするバイオフィルム生成抑制方法を
提供するものである。
【０００８】
　また、本発明は、上記成分（Ａ）及び成分（Ｂ）を含有する、油の存在下の微生物用バ
イオフィルム生成抑制剤組成物をも提供するものである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、油汚れ等の油の存在下においても、バイオフィルム生成を抑制するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】バイオフィルムの生成（生物の形態）を示した写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明のバイオフィルム生成抑制方法は、特定の一般式（１）で表される化合物（成分
（Ａ））に対して、種々の界面活性剤の中でも、アルキルベンゼンスルホン酸塩及び／又
は第２級アルキルスルホン酸塩（成分（Ｂ））を併用する点に大きな特徴がある。本発明
により、油汚れ等の油の存在下においても、長期的にバイオフィルム生成を抑制すること
ができるという格別顕著な効果が奏される。
【００１２】
　このような格別顕著な効果が発現される理由は定かではないが、種々の界面活性剤の中
でも、成分（Ｂ）が、成分（Ａ）の油に対する親和性を適度に低下させる結果、成分（Ａ
）が微生物に有効に作用することができることに基づくものと考えられる。具体的には、
(Ａ)成分により、バイオフィルムの生成を指示する、細菌間の情報伝達クオラムセンシン
グを制御する物質として知られるオートインデューサーの産生が抑制され、結果的にバイ
オフィルムが生成抑制される。さらに油存在下では（Ａ）成分は親油性が認められるため
、油にとられやすく、親水性の菌体に作用しづらくなるが、（Ｂ）成分により（Ａ）成分
が油にとられることを防ぎ、菌に作用しやすくなり、相乗効果として、油存在下でバイオ
フィルムの抑制が可能になると考えられる。
【００１３】
　本発明のバイオフィルム生成抑制方法に用いる成分（Ａ）は、一般式（１）：
　　　　　ＲＯ－（ＰＯ）ｍ（ＥＯ）ｎ－Ｈ　　　（１）
で表される化合物から成り、Ｒは炭素数８～１４の炭化水素基であり、ＰＯはプロピレン
オキシ基を示し、ＥＯはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数であり、０
．５≦ｍ≦３、０≦ｎ≦３及び０．５≦ｍ＋ｎ≦５であり、ＥＯとＰＯとはブロック付加
であり、ＥＯとＰＯの付加順序は問わない。
【００１４】
　ここで、Ｒで示される炭化水素基は、好ましくはアルキル基又はアルケニル基であり、
これらは直鎖でも分岐鎖でもよいが、バイオフィルムの生成抑制の観点から、炭素数１０
～１４のものが好ましく、炭素数１０～１４の直鎖アルキル基がより好ましく、炭素数１
２～１４の直鎖アルキル基がさらに好ましく、炭素数１２の直鎖アルキル基がさらにより
好ましい。ＰＯで示されるプロピレンオキシ基の平均付加モル数ｍは、バイオフィルムの
生成抑制の観点から、０．５≦ｍ≦３であり、０．８≦ｍ≦３が好ましく、１≦ｍ≦３が
より好ましい。ＥＯで示されるエチレンオキシ基の平均付加モル数ｎは、バイオフィルム
の生成抑制の観点から、０≦ｎ≦３であり、０．５≦ｎ≦２．５が好ましく、１≦ｎ≦２
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がより好ましい。また、ｍ＋ｎは、バイオフィルムの生成抑制の観点から、０．５≦ｍｍ
＋ｎ≦５であり、０．８≦ｍ＋ｎ≦４．５が好ましく、１≦ｍ＋ｎ≦４がより好ましく、
２≦ｍ＋ｎ≦３．５がさらに好ましく、２≦ｍ＋ｎ≦３がさらにより好ましい。
【００１５】
　成分（Ｂ）のアルキルベンゼンスルホン酸塩のアルキル基としては、油汚れ等の油の存
在下においても、長期的にバイオフィルム生成を抑制する観点から炭素数８～２２、好ま
しくは炭素数１０～１８、より好ましくは炭素数１０～１６、さらに好ましくは炭素数１
０～１４のものが挙げられる。アルキルベンゼンスルホン酸の塩としては、ナトリウム塩
、カリウム塩等が挙げられ、ナトリウム塩が好ましい。具体的には、デシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム，ウンデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム，ドデシルベンゼンスルホ
ン酸ナトリウム，トリデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム，テトラデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム等が挙げられ、これらの中でも、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウ
ムが好ましい。
【００１６】
　成分（Ｂ）の第２級アルキルスルホン酸塩のアルキル基としては、油汚れ等の油の存在
下においても、長期的にバイオフィルム生成を抑制する観点から炭素数８～２２、好まし
くは、炭素数１２～１６、さらに好ましくは、炭素数１２～１４のものが挙げられる。第
２級アルキルスルホン酸の塩としては、ナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩等のアル
カリ金属塩、アンモニウム塩、モノ、ジもしくはトリエタノールアミン塩等のアルカノー
ルアミン塩が挙げられ、アルカリ金属塩が好ましく、ナトリウム塩がより好ましい。具体
的には、例えば、第２級アルキルスルホン酸ナトリウム、２級アルキルスルホン酸カリウ
ム、２級アルキルスルホン酸リチウム等が挙げられ、これらの中でも２級アルキルスルホ
ン酸ナトリウムが好ましい。使用可能な市販品としては、ＨＯＳＴＡＰＵＲ ＳＡＳ ６０
（Ｃｌａｒｉａｎｔ社；炭素数１４－１７の含有量９０質量％以上）、ＭＥＲＳＯＬ８０
（Ｂａｙｅｒ社；平均炭素数１５）、ＭＡＲＬＯＮシリーズ（ＳＡＳＯＬ社；ＰＳ６５、
ＰＳ６０、ＰＳ６０Ｗ、炭素数１０－１８（炭素数１３－１７の含有量９０質量％以上）
）などが挙げられ、ＨＯＳＴＡＰＵＲ ＳＡＳ ６０、ＭＡＲＬＯＮ ＰＳ６５が好ましい
。
【００１７】
　本発明において、成分（Ａ）と成分（Ｂ）の重量比率（Ａ）／（Ｂ）は、長期的なバイ
オフィルム生成抑制効果の点から５０／１～１／１０００が好ましく、さらに２０／１～
１／１００が好ましく、１０／１～１／５０がより好ましく、８／１～１／３０がさらに
好ましく、６／１～３／１がさらにより好ましい。
　また、本発明の方法に用いる本発明組成物は、成分（Ａ）を好ましくは０．００１～１
０重量％、より好ましくは０．０１～５重量％、さらに好ましくは０．１～３重量％、さ
らにより好ましくは０．２～２重量％含み、そして成分（Ｂ）を好ましくは０．００５～
１０重量％、より好ましくは０．０２～５重量％、さらに好ましくは０．０５～１重量％
含む。
【００１８】
　本発明のバイオフィルム生成抑制方法においては、更に成分（Ｂ）以外の界面活性剤を
使用してもよい。ここで使用できる界面活性剤の種類は特に限定されないが、成分（Ａ）
を水系中に安定に存在させることができる界面活性剤が望ましい。特に乳化・分散・可溶
化性能の観点から、界面活性剤の中で陰イオン界面活性剤又は非イオン界面活性剤を用い
ることが好ましい。
【００１９】
　陰イオン性界面活性剤としては、上記以外のアルキルスルホン酸塩、ポリオキシエチレ
ン（以下、ＰＯＥと記す）アルキルスルホン酸塩、ＰＯＥアルキルフェニルエーテルスル
ホン酸塩、ＰＯＥアルキルフェニルエーテルリン酸エステル塩、ＰＯＥアリールフェニル
エーテルスルホン酸塩、アルキル硫酸エステル塩、ＰＯＥアルキル硫酸エステル塩、ＰＯ
Ｅアリールフェニルエーテルリン酸エステル塩、ナフタレンスルホン酸塩、ナフタレンス
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ルホン酸ホルマリン縮合物、ＰＯＥトリベンジルフェニルエーテルスルホン酸塩、アルキ
ルリン酸塩、ＰＯＥアルキルリン酸塩、ＰＯＥトリベンジルフェニルエーテルリン酸エス
テル塩、ジアルキルスルホコハク酸塩、脂肪酸塩（石けん）、ＰＯＥアルキルエーテル酢
酸塩等が挙げられ、中でもアルキル硫酸エステル塩やＰＯＥアルキル硫酸エステル塩、Ｐ
ＯＥアルキルエーテル酢酸塩を用いることがより好ましい。これらの陰イオン性界面活性
剤のアルキル炭素数は１０～１８が好ましく、エチレンオキシド平均付加モル数は１～１
０が好ましく、１～５がより好ましい。
【００２０】
　非イオン性界面活性剤としては、ＰＯＥアルキルエーテル（但し、成分（Ａ）を除く）
、ＰＯＥアルキルフェニルエーテル、ポリオキシプロピレン・ＰＯＥ（ブロック又はラン
ダム）アルキルエーテル、ＰＯＥアリールフェニルエーテル、ＰＯＥスチレン化フェニル
エーテル、ＰＯＥトリベンジルフェニルエーテル等の１価アルコール誘導体型非イオン性
界面活性剤、（ポリ）グリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ソルビタン脂
肪酸エステル、ＰＯＥソルビタン脂肪酸エステル、アルキルポリグリコシド等の多価アル
コール誘導体型非イオン性界面活性剤等が挙げられ、中でもＰＯＥアルキルエーテル（但
し、成分（Ａ）を除く）、（ポリ）グリセリン脂肪酸エステル、アルキルポリグリコシド
、ソルビタン脂肪酸エステル、ＰＯＥソルビタン脂肪酸エステルが好ましく、特に、ＰＯ
Ｅアルキルエーテル［但し、成分（Ａ）を除く］が好ましい。なかでもＰＯＥアルキルエ
ーテルのＨＬＢ（なお、グリフィン法によって求められるＨＬＢ）は１０以上が特に好ま
しい。また、ＰＯＥアルキルエーテルのアルキル炭素数は１２～１８が好ましく、エチレ
ンオキシド平均付加モル数は６以上が特に好ましい。
【００２１】
　これら成分（Ｂ）以外の界面活性剤は単独で、あるいは、２種以上を組み合わせて用い
ることができる。これら成分（Ｂ）以外の界面活性剤の含有量は、乳化・分散・可溶化性
能を高める点から、好ましくは０．０１～１０重量％、より好ましくは０．０１～５重量
％、更に好ましくは０．０１～３重量％である。
【００２２】
　本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物には殺菌剤や抗菌剤を併用することも可能で
ある。一般にバイオフィルムが形成すると殺菌剤が効きにくい状況が起こるが、本発明の
バイオフィルム生成抑制剤によってバイオフィルムの形成が抑制されると、殺菌剤の効力
を十分に引き出すことが可能になる。すなわち、本発明においては、油存在下において、
本発明使用の主成分である（Ａ）成分及び（Ｂ）成分が、微生物との接触によって、微生
物のバイオフィルム生成能力を抑制する作用を示し、バイオフィルムの形成を抑制するこ
とができる為、殺菌剤等を併用した場合、微生物に直接、殺菌剤が作用できるので、殺菌
剤の効力を十分に引き出すことが可能となる。
【００２３】
　上記の殺菌剤や抗菌剤としては、塩化ベンザルコニウム、塩化ベンゼトニウム、塩化ジ
デシルジメチルアンモニウム、塩化セチルピリジニウム、塩酸クロルヘキシジン等の四級
塩、イミダゾールやベンゾイミダゾールなどのイミダゾール類、グルコン酸クロルヘキシ
ジン、塩酸ポリヘキサメチレンビグアニジンなどのビクアニド類、イソプロピルメチルフ
ェノールなどのフェノール類、トリクロサン、トリクロロカルバニリドなどのカルバニリ
ド類、イソチアゾリンやイソチアゾロンなどのチアゾリン化合物、パラオキシ安息香酸メ
チル、パラオキシ安息香酸エチルなどのパラベン類、安息香酸、サリチル酸、ソルビン酸
、デヒドロ酢酸、ｐ－トルエンスルホン酸、クエン酸、コハク酸、酢酸などの有機酸およ
びその塩、ポリリジンなどのカチオンポリマー、抗菌香料、およびカテキン類、天然精油
、ヒノキチオール、モウソウチク、クレオソート油、ワサオール、バクテリオシンなどの
天然由来の抗菌化合物、βラクタムなどに代表される各種抗生物質、銀、銅、亜鉛、イオ
ウ、オゾン、塩素化合物（好ましくは次亜塩素酸）、ヨウ素化合物、過酸化物（好ましく
は過酸化水素）、ホウ酸などの無機系抗菌化合物などが挙げられる。これら殺菌剤や抗菌
剤の含有量は、特に限定されないが、好ましくは０．０１～５重量％、より好ましくは０
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．０１～３重量％、更に好ましくは０．０２～２重量％である。
【００２４】
　本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物には、その粘度を上昇させて対象物への付着
性を向上させるために、キサンタンガム、カチオン化セルロース、ポリアクリル酸等の増
粘剤を用いることも可能である。
【００２５】
　更に、本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物にはキレート剤を加えてもよい。該キ
レート剤としては、エチレンジアミンテトラ酢酸（ＥＤＴＡ）、コハク酸、サリチル酸、
シュウ酸、リンゴ酸、乳酸、フマル酸、酒石酸、クエン酸、グルコン酸、トリポリリン酸
、１－ヒドロキシエタン－１，１－ジホスホン酸、ポリアクリル酸、アクリル酸／マレイ
ン酸共重合物及びそれらの塩が挙げられる。これらキレート剤の含有量は、特に限定され
ないが、好ましくは０．０１～５重量％、より好ましくは０．０５～３重量％、更に好ま
しくは０．１～２重量％である。
【００２６】
　更に、本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物には溶剤を加えてもよい。該溶剤とし
ては、下記（i）～（iii）から選ばれる化合物が好ましい。
（i）炭素数１～３の一級アルコール、
（ii）下記一般式（Solv-1）で示される化合物、
　　　　　Ｒ1－（ＯＲ2）ｍ－ＯＲ3　　　　　（Solv-1）
〔式中、Ｒ1及びＲ3はそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１～７の炭化水素基であり、Ｒ
2は炭素数２又は３のアルキレン基であり、ｍは１～６の数であり、ｍ個のＲ2は同一でも
異なっていても良い。〕
（iii）炭素数３～１０の１価アルコールにグリシドール及び／又はエピクロルヒドリン
を平均１～５モル付加させたアルキル（ポリ）グリセリルエーテル
　（i）の化合物の具体例としては、エタノール、プロパノール、イソプロパノールが挙
げられ、（ii）の化合物の具体例としては、エチレングリコール、プロピレングリコール
、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコール、トリプロ
ピレングリコール、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールジ
メチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノ
ブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノ
ブチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールジメ
チルエーテル、ポリオキシエチレン（ｍ１＝２～３）ポリオキシプロピレン（ｍ２＝２～
３）グリコールジメチルエーテル（ｍ１及びｍ２はそれぞれ平均付加モル数を示す）、ポ
リオキシエチレン（ｍ３＝１～５）グリコールフェニルエーテル、フェニルカルビトール
、フェニルセロソルブ、ベンジルカルビトールを挙げることができる。また、(iii)の化
合物の具体例としては、２－エチルヘキシルグリセリルエーテル、アミルグリセリルエー
テル等の炭素数４～１０のアルキルモノグリセリルエーテル、アルキルジグリセリルエー
テル等が挙げられる。
　本発明では、溶剤として、特にエタノール、イソプロパノール、エチレングリコール、
プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２－エチルヘキシルグリセリルエーテ
ル、アミルグリセリルエーテルが好ましい。これら溶剤の含有量は、特に限定されないが
、好ましくは０．０１～１０重量％、より好ましくは０．０５～５重量％、更に好ましく
は０．１～３重量％である。
【００２７】
　本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物は液状、ペースト、粉末、タブレットなど、
用途に応じて様々な形態をとることが可能である。バイオフィルム生成抑制剤組成物は全
ての成分が混在した１剤型でも良いが、使い勝手によってはそれをいくつかの分割パッケ
ージにしてもよい。
【００２８】
　本発明において、油とは、動物や植物、鉱物などからとれる水と混じらない可燃性の物



(7) JP 5554998 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

質を言い、例えば、ラード、バター、魚油等の動物油脂、サラダ油、コーン油、大豆油、
菜種油、ヤシ油等の植物油、ワセリン、パラフィン等の鉱物油、皮脂などが挙げられる。
これらの油のなかでは、本発明の課題が発生し易いような調理関係で使用される動物油脂
、植物油の存在下おいて、本発明の方法を好ましく適用することができる。
　また、油の存在下とは、上記油が、調理時などにおいて飛散して、レンジ周辺、壁、床
、食品加工機械、コンテナ、ザル等に油汚れとして付着した状態、洗い流した油が排水口
やグリーストラップに油汚れとして残る状態や、皮脂がお風呂などに油汚れとして残る状
態が挙げられ、本発明は、このような油汚れ等の油の存在下においても、長期的にバイオ
フィルム生成を抑制することができる。
【００２９】
　本発明のバイオフィルム生成抑制剤組成物は水希釈系で用いるのが効果的である。本発
明方法としては、該組成物の水希釈物を一定量溜めて対象物を浸漬する方法が挙げられる
。また、対象物が広範に亘る場合には、スプレー機器を用いてミストを吹き付けたり、発
泡機を用いて泡状にしたものを吹き付けたりしてもよい。又、該組成物の水希釈液を流し
たり、はけ等により塗布してもよい。その他、タオルなどに該水希釈液を含浸させて、対
象物を拭き取っても良い。微生物と接触させる条件が満足されるならば、微生物が存在し
うる表面に該組成物の水希釈液を付着させたり、塗り付けたりすることも可能である。該
組成物の水希釈液は、その使用時の成分（Ａ）の重量濃度が１～１０，０００ppmとなる
のが好ましく、１０～１，０００ppmとなるのがより好ましく、５０～５００ppmとなるの
がさらに好ましく、また、成分（Ｂ）の重量濃度が１～１，０００ppmとなるのが好まし
く、１～１００ppmとなるのがより好ましく、５～５０ppmとなるのがさらに好ましい。
　また、対象物によっては水希釈系にせず、クリーム状や軟膏にして塗り広げることも可
能である。この場合、成分（Ａ）は適切な溶媒に溶解、分散、乳化された形状で提供され
、使用時の成分（Ａ）の重量濃度が１～１０，０００ppmとなるのが好ましく、１０～１
，０００ppmとなるのがより好ましく、５０～５００ppmとなるのがさらに好ましく、また
、成分（Ｂ）の重量濃度が１～１，０００ppmとなるのが好ましく、１～１００ppmとなる
のがより好ましく、５～５０ppmとなるのがさらに好ましい。
【００３０】
　本発明は、バイオフィルム生成抑制剤組成物を微生物と接触させてバイオフィルムの生
成を抑制する方法であるが、バイオフィルム生成抑制剤組成物と微生物との接触は連続し
て行うのが好ましい。なお、連続とは、継続的であることを表し、例えば、該組成物の水
希釈物中に対象物（微生物が存在する物）を浸漬させることや、該組成物の水希釈物を循
環して流して対象物に接触させることにより行うことができる。
　また、本発明は、バイオフィルム生成抑制剤組成物と微生物との接触が長期的であるこ
とが好ましく、１時間以上が好ましく、２時間以上がより好ましく、４時間以上がさらに
好ましく、６時間以上がさらにより好ましく、１２時間以上が特に好ましく、２４時間以
上が最も好ましい。
【００３１】
　本発明のバイオフィルム生成抑制方法は、バイオフィルムの危害が懸念される広い分野
に適用することが可能である。例えば菌汚染リスクの高い食品又は飲料製造プラント等の
製造設備や製造器具、レストラン厨房に適用することができる。また、バイオフィルムが
形成しやすい医療機器、例えば内視鏡や人工透析機等にも適用でき、更に、循環式浴槽設
備や、紙製造設備に適用できる。特に、油汚れが想定される、食品を扱う場所においての
使用が効果的である。
【００３２】
　本発明におけるバイオフィルムとは、微生物が物質の表面に付着・増殖することによっ
て微生物細胞内から多糖やタンパク質などの高分子物質を産生して構造体を形成したもの
である。より具体的には、微生物と、微生物が排出する細胞外ポリマー（主に多糖やタン
パク質、核酸などが含まれる）からなる、微生物の集合体のことであり、更にこれらが油
や有機物を含む汚れ等が共に存在する場合がある。
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　また、バイオフィルムを形成し易い微生物としては、シュードモナス属、アシネトバク
ター属、スフィンゴモナス属、大腸菌等のグラム陰性菌、バチルス属菌やスタフィロコッ
カス属などのグラム陽性菌等が挙げられ、これらの中では、特にシュードモナス属、アシ
ネトバクター属がバイオフィルムをより形成し易いが、本発明の方法では、これらの菌由
来のバイオフィルムに対して、より効果を発現することができる。特に緑膿菌（Pseudomo
nas aeruginosa）には高い効果を示す。
【実施例】
【００３３】
　以下、実施例を挙げて本発明を説明するが、本発明はこれら実施例に限定されるもので
はない。
【００３４】
実施例及び比較例：バイオフィルム生成抑制度合いの検定
（各表中の配合成分は次のとおりである。）
成分（Ａ）
（Ａ－１）：
　〔一般式（１）において、Ｒ＝炭素数１２の直鎖第１級アルキル基、ｍ＝２、ｎ＝０〕
　　（炭素数１２の直鎖第１級アルコールにＰＯを平均２モル付加させたもの。）
（Ａ－２）：
　〔一般式（１）において、Ｒ＝炭素数１２の直鎖第１級アルキル基、ｍ＝３、ｎ＝０〕
　　（炭素数１２の直鎖第１級アルコールにＰＯを平均３モル付加させたもの。）
（Ａ－３）：
　〔一般式（１）において、Ｒ＝炭素数１２の直鎖第１級アルキル基、ｍ＝１、ｎ＝２〕
　　（炭素数１２の直鎖第１級アルコールにＥＯを平均１モル、ＰＯを平均１モル、ＥＯ
　　　を平均１モルの順にブロック付加させたもの。）
（Ａ－４）：
　〔一般式（１）において、Ｒ＝炭素数１２の直鎖第１級アルキル基、ｍ＝１、ｎ＝２〕
　　（炭素数１２の直鎖第１級アルコールにＰＯを平均１モル、ＥＯを平均２モルの順に
　　　ブロック付加させたもの。）
（Ａ－５）：
　〔一般式（１）において、Ｒ＝炭素数１２の直鎖第１級アルキル基、ｍ＝１、ｎ＝２〕
　　（炭素数１２の直鎖第１級アルコールにＥＯを平均２モル、ＰＯを平均１モルの順に
　　　ブロック付加させたもの。）
【００３５】
成分（Ｂ）　アルキルベンゼンスルホン酸塩，第２級アルキルスルホン酸塩
（Ｂ－１）アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム〔アルキルは、Ｃ１０（10.7重量％）
、Ｃ１１（32.5重量％）、Ｃ１２（34.0重量％）、Ｃ１３（22.8重量％）の混合品〕
（Ｂ－２）　第２級アルキルスルホン酸塩　〔アルキルは、Ｃ１２－１４の混合品〕
【００３６】
成分（Ｃ）　界面活性剤
（Ｃ－１）ラウリル硫酸ナトリウム〔エマール0、花王（株）製〕
（Ｃ－２）ポリオキシエチレンラウリルエーテル硫酸ナトリウム〔エマール270Ｊ、花王
（株）製〕
（Ｃ－３）アルキルナフタレンスルホン酸ナトリウム〔ペレックスＮＢ-Ｌ、花王（株）
製〕
（Ｃ－４）アルキルジフェニルエーテルスルホン酸ナトリウム〔ペレックスＳＳ-Ｌ、花
王（株）製〕
（Ｃ－５）ラウリル硫酸アンモニウム〔ラムテルＡＤ－２５、花王（株）製〕
（Ｃ－６）ラウリル硫酸トリエタノールアミン〔エマールＴＤ、花王（株）製〕
（Ｃ－７）ラウリル硫酸ナトリウム〔エマール0、花王（株）製〕
【００３７】
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成分（Ｄ）　油
（Ｄ－１）菜種油　〔精製　菜種油、山桂産業（株）製〕
【００３８】
バイオフィルム生成抑制度合いの検定方法
（１）培地の準備及び培養
　200ｍｌ滅菌スクリューコップ〔栄研化学（株）製〕内にMueller Hinton Broth培地（D
ifco 製）を100ｍｌ入れ、ここに表１に示す組成物（成分（A）、（B）または（C）を含
む。残部は水。）を100分の１量になるように添加し、また油汚れとして成分（Ｄ）を１
ｇ添加、さらにP.aeruginosa(ATCC15692)をＬＢ培地（Difco製）にて培養した培養液を1
％の割合で添加し、撹拌した後、蓋をした状態で３７℃、４８時間静置にて培養を行った
。写真撮影を行い、液面に発生するバイオフィルムの生成量を下記判定基準により判定し
た。結果を表１に示す。
　表中の数字はバイオフィルム生成抑制度合いを示す。
【００３９】
判定基準
バイオフィルム生成量
　1 ：バイオフィルムが生成されていない。
　2 ：小さな断片として若干バイオフィルムが生成されている。
　3～5 ：大きな断片として若干バイオフィルムが生成されている。
　6～8 ：気液界面にバイオフィルムがリング状に生成している。
　9～10 ：気液界面から下に垂れ下がる程大量にバイオフィルムが生成している、
　※　数値が大きくなるほどバイオフィルムの生成量が多いことを示している。
　なお、バイオフィルム生成量において、それぞれ判定基準が、１、６、１０における写
真を図１に示す。
【００４０】
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【表１】

【００４１】
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　以上の結果から、本発明によれば、油などの汚れ存在下においてバイオフィルムの生成
が抑制できていることがわかる（組成物２～３、１２～１３，２２～２３、３２～３３、
４２～４３）。一方、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）以外の他の界面活性剤との組み合わせに
おいては、油の存在下ではバイオフィルム生成抑制効果に劣ることが判る（組成物４～１
０、１４～２０，２４～３０、３４～４０、４４～５０）。
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